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第六章 米英関係とアメリカ外交 

―「特別な関係」の歴史と実際 

 

細谷雄一 

 

はじめに 

 「『特別な関係（the special relationship）』という概念は、とても問題がある。というの

も、一般的にはそれは、より力の小さい国がそれを必要としているからだ1。」 

これは、歴史家キャスリーン・バークの指摘である。これは明らかに、的確な指摘とい

える。とりわけ、アメリカとイギリスとの間の「特別な関係」という言葉を考慮するなら

ば、それが繰り返しイギリス人によって語られてきた言葉であって、アメリカ人によって

あまり語られることがないことを認識する必要がある。そのようなアメリカとの関係を考

える際のイギリスの非対称性は、アメリカの圧倒的なパワーの大きさ、国際的な影響力の

大きさに拠るところが大きい。そこからアメリカに対する「単独行動主義（unilateralism）」

や「帝国主義（imperialism）」という批判が生じてくる。 

アメリカは、カナダやイスラエルなど、多くの諸国と「特別な関係」を有していると指

摘されることがあるが、多かれ少なかれアメリカとの同盟関係の多くは、一方でその関係

において「特別性（specialness）」を希求しながら、他方でそのような「非対称性」は多

様な心理的葛藤をもたらすことによるのであろう2。 

 これまで多くの場合に、米英関係は「特別な関係」の象徴とみなされてきた。たとえば、

2000 年に発表された、日米同盟の将来を提言するナイ＝アーミテージ報告の中でも、「わ

れわれは、アメリカとイギリスとの間の特別な関係を、同盟のモデルとみなしている」と

記されている3。そこでは日米同盟のモデルとして米英間の「特別な関係」が提示されてい

るが、米英の「特別な関係」についてはその歴史と実際が検証された多くの研究が見られ

る4。他方で、同盟の「モデル」として米英関係が一般的に論じられる際に、そのような豊

富な研究成果が留意されることは少なく、むしろレトリックやイメージを前提に米英間の

親密な「特別な関係」が語られることが一般的であった。 

たとえばジョン・ベイリスは、これまでの米英関係についての認識を類型化し、それら

を文明論的な親密さを語る「福音主義学派（the Evangelical group）」、国益や具体的な目

的を前提とする「機能主義学派（the Functional group）」、そして冷戦後の衰退したイギリ

スの国力を隠蔽し世界的パワーとしてのイメージを構築しようとする「末期症状（the 

Terminal）」の三つに分けている。とはいえこれらはいずれも、イギリスの側からの認識
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であって、アメリカの側からは異なるイメージに基づいて論じられているのだろう。米英

間の「特別な関係」についての言及が圧倒的にイギリス人によってもたらされていること

も考慮しながら、本稿では米英関係の歴史的経緯と実際を検証することにしたい。 

 その上で、本稿では米英関係の「原型」・「変容」・「現在」の三つのレベルで考えて

いきたい。「原型」とは、歴史的に米英関係が発展するその源流を指す。ここでは、その

源流として二つの異なる対照的なイメージを論じることにしたい。そして「変容」とは、

冷戦終結後にどのように米英関係が変容してきたかを考えることにしたい。最後に「現在」

について、イラク戦争後に米英関係がどのように変化をして、現状がどのようになってい

るのかを検証する。米英関係の「特別な関係」についての言及が、イギリス側から論じら

れることが圧倒的に多いことも考慮に入れながら、それがアメリカ外交に与える含意につ

いて留意することにしたい。 

 

１．歴史の中の米英関係 ―二つの源流 

（１）同盟を避ける伝統 

 アメリカ外交では、建国期の頃より同盟関係を避ける伝統が見られた。たとえば初代大

統領のジョージ・ワシントンはその告別演説の中で、アメリカが「外国の影響による狡猾

な策略」や他国との「永続的な同盟」へと「情熱的に帰着」することへ警鐘を鳴らした。

また第三代大統領のトマス・ジェファーソンは大統領就任演説の中で、「あらゆる国々と

の平和、通商、誠実な友好」を求めつつ、「いかなる国とも錯綜する同盟を結ばない」こ

とを約束した5。 

 このような「孤立主義の心理的基盤」の上に立って、アメリカは独特な対外関係を発展

させてきた6。その中でも重要なのが、文明論的にも宗教的にもヨーロッパの「アンチテー

ゼ」としてアメリカを位置づけて、ヨーロッパを道義的な堕落と捉えて、対照的にアメリ

カを道徳的・宗教的な善として捉えるイメージである7。21 世紀になってイラク戦争が勃

発する時期においてヨーロッパでは「反米主義（anti-Americanism）」の言説が溢れる中で、

反対にアメリカではそのようにヨーロッパを道徳的に堕落した存在とみなす「反ヨーロッ

パ主義（anti-Europeanism）」が蔓延していたと、歴史家のティモシー・ガートン・アッシ

ュは指摘する8。それは、新保守主義（ネオ・コンサーバティブ）の理論的支柱の一人であ

るロバート・ケーガンの著書の中でも顕著に描かれている9。 

そのようにして、ヨーロッパと距離を置き、同盟を避けようとする対外イメージは、そ

の後アメリカ国民の間に深く浸透していった。その中でも、とりわけ建国から 19 世紀末ま

での時期においては、アメリカ国民にとってイギリス帝国の存在こそが、最も大きな脅威



第六章 米英関係とアメリカ外交 

 －65－

であり敵であった。1812 年の第二次米英戦争ではイギリス軍の砲撃を浴びたことで、その

後アメリカ政府はフランスからの支援に依存しながら、イギリス帝国からの攻撃に備える

かたちとなった。英領カナダとの国境線問題をめぐって戦争の恐怖が繰り返し語られ、ま

た南北戦争時には南軍と友好関係にあったイギリスの参戦の可能性が懸念されていた10。

ワシントンやジェファーソンが語ったような、同盟に巻き込まれることを避けるアメリカ

外交の伝統は、とりわけ安全保障上の理由からイギリスと距離を置くという意味と、道徳

的な理由からアメリカの純粋な善を保持するという意味と、複数の意味を有していたとい

える。いずれにせよ 20 世紀に入るまでの間、アメリカとイギリスとの関係は敵対関係と憎

悪と恐怖の感情に彩られていたといえる。 

 

（２）アングロ＝サクソン主義の伝統 

 19 世紀から 20 世紀へと移っていく時代に、アメリカとイギリスとの関係にも徐々に変

化が見られるようになる。国務長官のジョン・ヘイは、「われわれの対外政策に不可欠な

一つの特徴とは、イングランドと友好的な諒解をつくることであるべきだ」と語った11。

共和党の国務長官ヘイはこの時期に米英間の和解を推し進め、1900 年 2 月にはイギリスの

ポンスフォート駐米大使との間で条約を締結し、パナマ運河を始めとする中南米の米英間

の権益の勢力圏分割を達成した12。強大化しつつある海軍力を背景に、アメリカ政府はパ

ナマ運河を自らの勢力下に収めることに成功した。同時にイギリスは外交的譲歩を示しつ

つ、次第にアメリカとの友好関係を優先して考えるようになっていった。 

 その背景として、この時期には人種主義的な思想からアメリカとイギリスの結束を語る

言説が浮上していた。たとえば、ソールズベリ保守党内閣の植民地相であったジョセフ・

チェンバレンは、「アングロ＝サクソン人種」理論に基づいて語り、「私はアメリカが外

国だと述べることも、考えることも、拒否する」と論じた13。というのも、「彼らはわれ

われの血であり肉であるからだ。」そして、米西戦争に興奮してチェンバレンは、「アン

グロ＝サクソン同盟のために、星条旗とユニオン・ジャックが並んではためくべきだ」と

説いていた14。これは、ダーウィンの進化論に基づいた「適者生存」の理論から演繹して、

アングロ＝サクソン人種の優越性を説く理論に影響を受けた見解といえる。この頃からそ

のような思想が、「アングロ＝サクソン主義（the Anglo-Saxonism）」と呼ばれるようにな

る。 

 そのような時代精神を反映して 1900 年に刊行が開始された雑誌の『アングロ＝サクソ

ン・レビュー』では、「血は海水より濃い」そして「連合は、力となる」とその広告に記

されていた。この雑誌はウィンストン・チャーチルの母であるジェニー・チャーチルが編
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集人の一人となっており、ジェニーはアメリカの大富豪の家系からイギリス名門貴族の血

を引くチャーチル家に嫁いでいた。そして、「血は海水より濃い」というスローガンを発

案したのは、ウィンストン・チャーチルだといわれている15。 

 このような「アングロ＝サクソン主義」の精神は、チャーチルの思想に色濃く根付いて

いった。チャーチルはそのような思想の人種主義的な印象を弱めるためにも、「英語諸国

民（the English-Speaking People）」という言葉をその代わりに用いて、さらには民主主義

や自由といったイデオロギーと結びつけてその言葉を用いるようになる16。この「英語諸

国民」という言葉は、もともとは代表的な「アングロ＝サクソン主義者」であったセオド

ア・ローズヴェルトが繰り返し用いていたものであった。第二次世界大戦は、チャーチル

にしてみれば、「英語諸国民」を中核とした連合国の民主主義のイデオロギーと、ヒトラ

ーのナチズムの全体主義的なイデオロギーとの闘いでもあった。そして首相となったチャ

ーチルは、第二次世界大戦中の 1943 年 7 月 12 日に閣議で次のように述べた。「今世紀は、

英語諸国民の世紀となるであろう17。」 

 1943 年 5 月に、訪米中のチャーチル首相はヘンリー・ウォーレス副大統領を始めとする

アメリカ政府首脳と会談をした。その際に彼は、自らの「アングロ＝サクソン主義」の思

想を前面に押し出した。チャーチルは述べる。「アメリカと英連邦との間で友愛による連

帯（fraternal association）に基づいて協力することなしには、世界の希望をほとんど見いだ

すことは出来ません18。」さらに次のように語った。「なぜアングロ＝サクソンの優越性

について、申し訳なさそうにしなければならないのでしょうか。」必要なことは、「世界

のそれ以外の諸国に自由の恩恵を送り届けるために、二つの偉大なアングロ＝サクソン文

明が結束する」ことだと述べた。そのような文明論的な歴史観を背景に、チャーチルは『英

語諸国民の歴史（A History of the English-Speaking People）』と題する全 4 巻の浩瀚な歴史

書を戦後に公刊する。 

第二次世界大戦は、連合国の勝利であると同時に、チャーチルにとっては「アングロ＝

サクソン文明」の勝利でもあった。だとすれば、戦後世界もまた、アメリカとイギリスを

中心に構築せねばならない。1946 年 3 月 5 日、戦争が終結して半年ほどが経過したときに、

首相の座から退いたチャーチルはミズーリ州のフルトンで、「鉄のカーテン」が降りたこ

とを告げる有名な演説を行った。そこでチャーチルは、次のように述べた。「戦争の確か

なる防止も、世界機構の継続的な発展も、私が英語諸国民の友愛の連帯と呼ぶものなくし

ては、手に入れることはできないでしょう。つまりそれは、英連邦及び帝国、そしてアメ

リカの間の、特別な関係（special relationship）を意味します19。」 

このようにして、「特別な関係」という概念は、第二次世界大戦中から戦後初期に至る



第六章 米英関係とアメリカ外交 

 －67－

時期に、チャーチルの文明観に基づいて考案され、普及していったものであった。イギリ

スの歴史家ジョン・チャームリーが、「特別な関係」という理念がチャーチルによる「人

工物（artefact）」であると論じるのも、それ故である20。 

 このように、米英両国の保守派のイデオローグや政治家の中から、人種主義的で文明論

的な「アングロ＝サクソン主義」の思想に基づいた米英同盟論が唱えられてきた。そのよ

うな思想が、1983 年のフォークランド戦争や 1991 年の湾岸戦争時の米英両国間の際の協

力関係を支えていた。しかしながらそのような思想も、冷戦終結後には少しずつ変化を示

すようになる。そのような視野の狭いアングロ＝サクソン中心主義によって、世界の多く

の複雑な問題を解決することは困難になっていく。 

 

２．ポスト冷戦からポスト・イラクへ 

（１）「統合による帝国」 

 アメリカ政府は冷戦の時代に、「同盟を避ける伝統」と「アングロ＝サクソン主義」と

いう二つの伝統を融合させて、価値を共有する同盟体制を発展させた。他方で、大規模な

駐留をせずにアメリカが同盟に関与できるように、同盟国が大規模な地上兵力を担うこと

を期待した。それは大西洋同盟においては、1948 年のヴァンデンバーグ決議に基づいた西

欧諸国の防衛力増強に結びつく21。また同様に、1950 年代前半にはドイツ再軍備を強く求

めるアメリカ政府の政策へと帰結する22。それは、歴史家のゲア・ルンデスタッドの言葉

を用いれば、孤立主義的なアメリカを西欧諸国がヨーロッパ大陸へと招き入れたという意

味で、「招かれた帝国（Empire by Invitation）」であると同時に、アメリカが西欧諸国を統

合させることで影響力を維持しようとする「統合による帝国（Empire by Integration）」で

もあった23。アメリカがヨーロッパ統合を求める一つの理由は、西欧が自立的となり十分

な防衛力を自ら備えることで、アメリカがヨーロッパ大陸へと軍事的に関与せねばならな

い必要性が縮小することにあった。 

 アメリカが、「統合による帝国」であったということは、換言すればイギリスをヨーロ

ッパの中の特別な一国として優遇することはせずに、むしろヨーロッパの一体性を優先し

て統合を支持することを意味する。それは、「アングロ＝サクソン主義」のイデオロギー

に基づいた「特別な関係」の思想を、後退させる効果を持つ。他方で、もしもイギリスが

ヨーロッパ統合において指導的な役割を果たすのであれば、この二つの異なるベクトルの

間で整合性を保つことが可能であった。だが、もしもそうでない場合に、「特別な関係」

と「統合による帝国」の間で、アメリカ政府は困難な選択を強いられることになる。とり

わけ戦後初期の時代に、アメリカの国務省内ではヨーロッパ統合への感情的な強い支持が
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見られていた。それ故、国務省文書では、イギリスとの緊密な協力関係を維持することを

求めながらも、「これらの関係が、ヨーロッパの枠組みの中での緊密な連合と矛盾しない

ようにわれわれは主張するべきである」と記されている。そして、国務省はその結論とし

て、米英間の関係それ自体が「目的ではなくて、それは共通の目標を達成するための手段

として用いられるべきだ」と明確に論じている24。さらには、他の西欧諸国との関係を考

慮して、米英関係が「特別な関係」であると明確化することを避けるべきだと記されてい

る。 

 そのように米英関係ではなくて米欧関係を優先的に考える姿勢は、ヘンリー・キッシン

ジャー国務長官の時代において顕著に見られた。1973 年 12 月 12 日のロンドンでの演説の

中で、キッシンジャーは、欧州共同体（EC）へとイギリスが加盟して、国際社会での EC

の存在がより大きなものとなったことを受けて、次のように述べた。「われわれは、統合

されたヨーロッパに対して、『特別な関係』を提供する用意があります。というのも、西

側世界の結束が各国にとってもきわめて重要であると、確信しているからです25。」キッ

シンジャーは、米英関係ではなくて、米欧関係を指して「特別な関係」を語ったのである。

このときのイギリスのエドワード・ヒース首相は、戦後最も親欧州的でアメリカと距離を

置いた首相といわれている。かつてチャーチル首相とローズヴェルト大統領の間で誇った

「友愛の連帯」も、欧州統合とイギリスの国力の衰退を前にして、大きく後退していった

というべきである。1980 年代にマーガレット・サッチャー首相とロナルド・レーガン大統

領の間で、個人的な友情やイデオロギー的な親和性をもとにして、再び「特別な関係」が

語られるようになったが、それが首脳間の友情以上に広がることはなかった。 

 このような傾向は、冷戦後に強まっていった。核保有国であり、西側同盟の中でアメリ

カに次ぐ軍事能力を有していたイギリスの存在の重要性は、冷戦の終結とソ連の脅威の消

失によって大幅に後退した。英米関係史を専門とするジョン・ベイリスは、「明確で共有

された敵が消失したことで、『特別な関係』の中核でもあった緊密な軍事的パートナーシ

ップは、そのような死活的重要性が自明とされることがもはやなくなってしまった」とい

う26。 

反対に、アメリカ政府はヨーロッパ大陸で統合が進展することで、そこに民主主義や自

由主義経済が定着し、平和が確立することを望んだ。ジョージ・H・W・ブッシュ大統領

は東欧革命後の 1991 年の一般教書演説の中で、「統一した自由なヨーロッパ（a Europe 

whole and free）」を確立し、そのためにアメリカがリーダーシップを発揮することが、ア

メリカ外交の重要な目的だと論じた27。冷戦が終結し、アメリカ政府は、ヨーロッパ全体

を包み込むような統合へのよりいっそう強い支持を示した。もはや、第二次世界大戦中の
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チャーチルとローズヴェルトの間の「特別な関係」ではなく、1993 年に欧州連合（EU）

が成立した後はとりわけ、EU 加盟国の一国としてイギリスをみなすようになっていた。

そもそも、第二次世界大戦中の「グランド・アライアンス」を別として、1949 年以後はあ

くまでも大西洋同盟の中の同盟国として、アメリカとイギリスとの間の同盟関係が存在し

ていたのである。米英の間で二国間の同盟条約が存在するわけではない。だとすれば、大

西洋同盟内部の同盟国として、アメリカがイギリスのみを特別視することは不自然であっ

た。 

 他方で、イギリス政府ではしばしば、米英同盟の「特別性（specialness）」を強調する

傾向が見られた。その「特別性」は、たとえば、イギリスが国連安保理常任理事国である

ことや、核保有国であること、さらには「エシュロン」に象徴されるような米英間の緊密

なインテリジェンス協力に基づいている。イギリスの核戦略は、アメリカから核運搬手段

であるポラリス型核ミサイル、現在ではトライデント型核ミサイルの提供を前提に成り立

っている。これは、1958 年の英米相互防衛協定を基礎としている。2004 年にブレア政権の

イギリスはこの条約を 2014 年まで延長することを合意し、2006 年には核兵器配備体制を

今後も継続する決定を行った。イギリスの核戦略が、アメリカから提供される核運搬手段

に依存している以上、イギリスはアメリカとの協力関係を抜きにして防衛政策を構築でき

ないことを意味する28。 

しかし、アメリカ政府がイギリス一国のみを特別視する大きな理由は存在しない。とり

わけ冷戦終結後の 1993 年に誕生したクリントン政権では、大西洋関係よりもむしろ太平洋

を越えたアジア諸国との関係を優先していた。経済政策を優先することを有権者に約束し

たクリントン大統領は、シアトルで第一回目の APEC（アジア太平洋経済協力会議）の首

脳会談を開催し、急成長するアジア市場との経済関係を会合の優先課題としていた。1997

年には、クリントン政権の国防長官ウィリアム・コーエンが、次のように語っていた。「地

中海は過去の海である。大西洋は現在の海である。そして、太平洋は未来の海である。29」

そのような中では、必然的に軍事協力を主体とするイギリスとの間の「特別な関係」は優

先順位を下げざるを得なかった。このようにして 1990 年代に入ると、かつて 80 年代にサ

ッチャー首相とレーガン大統領の間で誇った「とても、とても、特別な関係（very, very 

special relationship）」（サッチャー首相）も大きく変質し、クリントン大統領は巨大な経

済力を有する統一ドイツとの関係を中心に、ヨーロッパ政策を考えていくようになった。 

 

（２）イラク戦争の中の米英関係 

 そのような認識が大きく変容したのが、9.11 テロからイラク戦争へと至る間の、米英間
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の協力関係の緊密化であった。その背景には、英米両国内におけるリベラル帝国主義

（liberal imperialism）の思想が横たわっていた。それは、従来の保守穏健派が擁護してき

た国益に基づいた視野の狭い消極的な対外政策を批判して、グローバル化が進む世界の中

で人権の擁護や民主主義の促進といった価値観を掲げて、より積極的な対外介入を主張す

る30。 

 そして 21 世紀初頭の米英間の緊密な協力関係は、あくまでも、トニー・ブレア首相とジ

ョージ・W・ブッシュ大統領との間の友情に根付いたものでもあった。両者は、敬虔なキ

リスト教徒として深い信仰心を共有するのみならず、リベラル帝国主義の思想に基づいた

介入主義の対外姿勢や、世界を善悪二元論で判断する道徳的な世界観など、多くの点で理

念を共有していた31。それ故に、労働組合やリベラルな知識人に支えられる社会民主主義

の思想に基づいた左派的な労働党政権のイギリスと、宗教保守主義やテキサスの大手石油

会社などに支えられる右派的なアメリカという奇妙な組み合わせにも拘わらず、この時期

の米英関係は例外的に親密な協力関係を構築していく。その帰結が、2001 年のアフガニス

タン戦争と 2003 年のイラク戦争における、アメリカ軍とイギリス軍を主体として軍事作戦

の展開であった。 

 2001 年 11 月 7 日、ブレア首相はアフガニスタン戦争勃発の後にワシントン DC を訪問

した。共同記者会見の席で、9.11 テロ以降に価値ある緊密な協力を提供してきたブレア首

相に向けて、最高の賛辞を送った。ブッシュ大統領は、ブレア首相を横に見ながら、「わ

れわれにとって、世界でイギリスほど素晴らしい友人はいない」と語った。また、「私は

トニー・ブレアほど、お互いの関心事について話をしたいと思う人物はいない」と持ち上

げた。というのも「われわれが悪と戦う際に、彼は多くの叡智や判断をもたらしてくれる

からだ。」このとき、かつてないほど米英関係はその緊密さを世界に示すことになった。

しかしながらそれは必ずしも健全な二国間関係とはいえなかった。まず、第二次世界大戦

時のアメリカとイギリスの関係と比べても、このときに両国の間の軍事能力の格差は圧倒

的であった。軍事作戦をアメリカ単独で遂行することはそれほど困難ではないと、ブッシ

ュ政権の多くの政府高官が考えていた。また、第二次世界大戦時と異なり、両国の国民が

固く結ばれていたわけではない。とりわけ2003年3月に始まるイラク戦争開戦をめぐって、

イギリス国内では反米主義と反ブッシュ感情が高まっていた。歴史家ジョン・ダンブレル

が指摘するように、この時期にイギリス国民の多くは一方で米英同盟を支持しながらも、

ブッシュ大統領個人へのきわめて強い反感を示していた32。国民の幅広い支持に基づくの

でなければ、同盟関係を安定的に維持することは困難であることが明らかとなった。 
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３．「特別な関係」の終焉？ 

 2010 年 3 月 28 日、イギリスの下院外交委員会はその報告書の中で、「誤解を招く恐れ

がある」として、英米間の「特別な関係（the special relationship）」という言葉を使用しな

いことを提案した。そこでは、イラク戦争を経て、イギリスがアメリカの「プードル犬」

とみなされることで「イギリスの名声と利益を深く傷つけている」ことが言及され、また

そのような表現を用いることでイギリスが過剰な影響力を世界で行使できるという「非現

実的な期待」を国民に与えてしまうと指摘する33。外交委員会のマイク・ゲープス委員長

らは、経済や軍事力が衰えたイギリスは、「アメリカにとって、ほかの同盟国と比べて『特

別』ではなくなった」と認めた。そして、アメリカと意見が一致しない場合には「進んで

アメリカにノーというべきだ」と勧告する34。その委員会で、「特別な関係」という言葉

を用いる問題を指摘した中には、ブレア首相の外交担当補佐官で後に駐米大使となったサ

ー・デイヴィッド・マニングも含まれる35。マニングはアメリカに精通した外交官で、コ

ンドリーザ・ライスと緊密な関係を築き、9.11 テロの後の英米関係の緊密化の中心的な役

割を担っていた36。そのマニングにしても、英米関係の「非対称性」は明白であり、イギ

リスが過剰な影響力をアメリカに行使できるとイギリス国民が考えることが危険だと認識

していた。 

 ブレア首相は、イラク戦争後の外交の中では、アフリカの貧困撲滅問題や気候変動問題

に多くの時間を割いていた37。そして、2005 年 7 月のブレア首相が議長となったスコット

ランドのグレンイーグルズ先進国首脳会議の議題として議論させることに成功した。また、

2006 年 7 月以降は、EU の欧州理事会議長国として、リスボン条約への合意に至るための

努力に多くの時間を注いだ38。ある側近によれば、「彼は在任の最後の六ヵ月間、他のい

かなる課題よりも EU へ向けて、より多くの情熱を注いでいた」という39。ブレア首相自ら

は、英米関係の重要性に疑念を持っていなかったであろうが、他方で「特別な関係」が他

の外交課題を妨げるようなことがあってはならないと認識したであろう。たとえばアフリ

カ貧困支援や気候変動については、EU としての共通政策がイギリスにとっても優先され

ており、そこにおいて「特別な関係」が果たすべき役割は限られていた。すでに見てきた

ように、冷戦終結後に米英関係の「特別性」は確実に薄れていったが、90 年代末以降にイ

ギリス外交における軍事介入の問題が優先順位を高めると同時に、次第にアメリカとの協

力関係の重要性が高まっていった。さらにブレア首相とブッシュ大統領の個人的な友情が、

実際の米英間の二国間関係以上に両国関係の親密さのイメージを演出していた。したがっ

て、イラク戦争が終結し、軍事介入の優先順位が下がり、ブレアとブッシュという二人の

政治指導者が舞台から降りたことで、米英関係がその「特別性」を失っていったのは、自
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然なことであった。 

 一方、新たに大統領に就任したオバマ大統領は、大西洋関係よりも太平洋関係を外交に

おいて優先するようになり、とりわけ米中関係の重要性を深く認識すると同時に、アジア

外交を強化していった40。新たなアメリカ外交の中で、米英間の「特別な関係」の位置は

さらに低下をしていくことになるであろう。 

 

おわりに 

 2009 年 1 月にアメリカでオバマ政権が成立し、2010 年 5 月にイギリスでキャメロン政権

が成立してからも、依然として米英両国にはとりわけ保守派の政治家を中心に「アングロ

＝サクソン主義」のイデオロギーに基づいて、米英の「特別な関係」を確信する政治勢力

が存在している。イギリスにおける保守党右派勢力、いわゆるサッチャー元首相を中心と

する「ブルージュ・グループ」には、EU をイデオロギー的に嫌悪して、アメリカとの同

盟関係の重要性を確信する人々が多い。他方でアメリカ国内でも、共和党強硬派の勢力の

中には、キリスト教的な紐帯を重視しながら、同時にチャーチルへの崇拝を通じて「アン

グロ＝サクソン主義」への親和性を感じる人々が少なくない。 

しかしながらそれらの勢力は、両国において必ずしも多数派とは言い難い。アメリカ外

交における中道派は、フランスやドイツも含めたヨーロッパ大陸諸国との友好関係の必要

を確信し、大西洋同盟を強化する必要を感じつつ、さらには急成長するアジア諸国との関

係の重要性を確信する。そこでは、イギリスとの「特別な関係」が果たす役割は限定的で

ある。他方でイギリス外交における中道派は、リスボン条約批准の重要性を確信し、イギ

リス人のキャサリン・アシュトンが EU の初代外務・安全保障政策上級代表に就き、EU が

共通外交政策を進化させていくことを支持している。排他的な「特別な関係」が必ずしも

イギリスの国益を常に保障するとは限らない。「わが国、あるいは相手国が、永遠の同盟

国や永遠の敵国として見なされることは、視野の狭い政策だといいたい。イギリスには永

遠の同盟国もなければ、永遠の敵対国もない。イギリスの利益こそが永遠であって、不滅

なのだ41。」これは、イギリス外相パーマストン卿が 1848 年に議会で語った有名な言葉で

あるが、このような認識を現在でも多くのイギリスの政治家が共有しているといえるであ

ろう。 

 とはいえ、外交において価値を共有する諸国との協調関係が従来よりもよりいっそう重

要となっているといえるだろう。とりわけ、中国やインドなど、多くの新興諸国が台頭し

世界政治で重要な地位を占めるようになる中で、大西洋憲章や国連憲章、そして北大西洋

条約などの精神をともに形成し共有してきたアメリカとイギリスが、21 世紀においても提
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携する意義は少なくない。イラク戦争での挫折を乗り越えて、今後もこの両国が価値や利

益を共有しながら、協調関係を維持していくことであろう。しかしながらそこにはもはや

「特別性」の占める位置は低下して、NATO や EU、日本、オーストラリアなどといった

諸国とも提携しながら、安定的な国際秩序を構築していくものと思われる。 
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